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第 7 節  ADR(裁判外紛争解決手続 ) 

(1) ロシアにおける知的財産紛争での ADR の利用可能性 

 これまで知的財産事項に関連する訴訟の大半が国家商事(仲裁)裁判所又は普通裁判所(知的

財産事項における国家裁判所の権限の詳細については、上記の本章第 3 節を参照のこと)で審

理され、解決されている。また当事者が裁判外紛争解決手続(以下、ADR)の利用を選択する

ケースは非常に尐ないが、ロシアにおいて紛争当事者は調停や仲裁の形式で ADR を利用す

ることもできる。 

 当事者がこれまで知的財産関連の紛争を ADR に付託しようとしない主な理由としては、

知的財産分野の事件が相対的に尐ないことや最近になって採択された新法の運用に一貫性が

ないこと(ロシア連邦民法の知的財産事項を規制する第 IV 部は 2008 年に施行されたばかり

である)、知的財産事項、仲裁裁判所の運営、国際商慣行の知識を持ち、これを深く理解して

いるその分野の経験豊富な実務家が不足していることが挙げられるだろう。その一方、ここ

数年でこの状況は改善されつつある。 

 最近までは、仲裁裁判所の判決に基づき権利をさらに国家登録する可能性のある事案を仲

裁裁判所に提出することには別の重要な問題があった。この問題は主として国家登録の必要

な不動産を巡る紛争に関して生じたものであるが、国家登録の必要な紛争を仲裁裁判所に移

管することができないとするアプローチが知的財産物についても適用されるかもしれないと

考えられる(例．登録された商標譲渡契約の無効性及び関連する移転の国家商標登録簿への記

録を無効とする必要性を巡る紛争が関連してくるかもしれない)。 

 2011 年 5 月、ロシア連邦憲法裁判所は 2011 年 5 月 26 日付のロシア連邦憲法裁判所の決

定第 10-П 号において画期的な判決を下した。この判決の中で、権利の登録を巡る紛争は仲

裁裁判所に付託し、仲裁裁定に基づき不動産の権利登録を行うことができることが明確に述

べられた。この判決が知的財産分野における裁判外紛争解決手続の状況にも前向きな影響を

及ぼすことが望まれる。 

 また、2011 年 1 月 1 日をもって、2010 年 7 月 27 日付の「仲介人の参加する裁判外紛争

解決手続に関する(調停手続)」連邦法第 193-FZ 号が施行され、法律に調停手続が取り入れら

れた。調停はまだ目新しいものであり、ADR の類型として普及しているものではない。 

(2) ロシアにおける ADR システムの役割 

 民法第 11 条(1)によれば、侵害又は異議の対象となった権利の保護は一般的管轄権を有す
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る裁判所、国家商事(仲裁)裁判所又は商事(仲裁)裁判所の手続規則により定められた権限に基

づき行うことができる。ロシアにおける仲裁は、ロシアの法人間の紛争を解決する国内仲裁

裁判所又は特定の外国要素を有する紛争が付託される国際商事仲裁機関という形態で存在し、

いずれも常設又は特別に設置されるものとなっている。 

 1993 年 7 月 7 日付の(改正)「国際商事仲裁に関する」ロシア連邦法第 5338-1 号第 1 条(2)

に基づき、個別の仲裁契約の履行又はその他の契約に仲裁条項を盛り込むことにより、紛争

当事者には次の場合に紛争が国際商事仲裁機関で検討されるよう付託する権限が与えられて

いる。(i)紛争が国際取引の過程で発生する契約その他民事上の関係又はその他の国際取引関

係に関連し、当事者である法人の尐なくとも一方が外国に所在する場合、並びに(ii)ロシア連

邦の領域において設立された外国の投資を受けた事業体と国際協会・組織の双方間、加盟者

間の紛争又はロシア連邦の法律に基づくその他の法主体との紛争である場合。国際商事仲裁

に関するロシア法は、1985 年の UNCITRAL(国際連合国際商取引法委員会)国際商事仲裁モ

デル法を基礎とし、その規定の大半を文字通り繰り返すものである。 

 国際商事仲裁法には、2 つの常設仲裁機関の設置に関する規則が盛り込まれており、これ

らは ①国際商事仲裁裁判所(以下、ICAC)と②海事仲裁委員会(MAC)で、いずれもロシア連

邦商工会議所に設置されている。 

 2005 年 10 月 18 日付の ICAC 規則第 2 条第 1 項に従って、仲裁のため ICAC に付託する

ことのできる紛争を生じる民法上の関係には、特に科学技術交流、その他知的産物の交換、

産業他プロジェクトの建設、ライセンシング業務などがある。従って、ICAC には法律の前

提条件が充足される知的財産事項に関連する紛争を扱う権限がある。 

 ただし、知的財産事項に関する紛争のうち、仲裁裁判所による解決に付することができる

のは私法上の紛争のみであると言わねばならない。例えば、Rospatent による特許付与や商

標登録の拒絶への審判請求、Rospatent の特許紛争審判室の決定に関する上訴、その他類似

案件に関するものなど、Rospatent との公法上の紛争は仲裁裁判所による解決に付すことは

できない。このことは、他の一定の場合、Rospatent が紛争に参加する場合や移転やライセ

ンスについて州登録簿に登録が必要な知的財産物に関連する紛争などにも当てはまる。 

 ロシアの国際商事仲裁機関は、知的財産事項に関連する紛争の解決についてはほとんど実

践したことがない。2010 年を例に挙げれば、ICAC は 299 件の紛争を解決し、そのうち国際

的な物品の販売に関連するものが 150 件(50.2％)、サービス提供及び労働の履行の契約に関

連するものが 33 件(11%)、建設請負契約に関連するもの 49 件(16.4%)、それ以外が知的財産
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とは無関係の事項のものであった。 

(3) ADR 機関の名称、住所、電話番号、URL 

名称：International Commercial Arbitration Court at the Chamber of Commerce and 

Industry of the Russian Federation(ロシア連邦商工会議所国際商事仲裁裁判所) 

直接の申立提出先：5/2, Iliyinka, Moscow, Russia; 

郵送先： 109012, Moscow, Iliyinka 6; 

Tel： +7(495) 620-00-07 

Fax： +7(495) 620-01-53 

E-mail： mkas_arbitration@tpprf.ru 

ウェブサイト(英語版)： http://www.tpprf-mkac.ru/en 

mailto:mkas_arbitration@tpprf.ru
http://www.tpprf-mkac.ru/en
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